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鉄銅産業における構造変化の分析

荒 木 義 明

' 1. 問題の所在
，

ま^ 革命を経験した国々では，それを機に人口の増 

加と一人当り生産物の飛躍的増大が生起してぃる。そ 

の背景には，経済規模の掀大と, それに必然的に随伴 

する構造変化がある'。オ稿では，このような構造変イ匕 

ゼ、，如何なるメカニズA によって生じるかとぃうこと 

を，鉄細摩:業につぃて分析する。ただ，ここで用ぃら 

れを方法# , を头銅産藥に固有なものではなく，基本的 

に全産業に対して適用可能なものである。

ここで, 構造変イととは，厳密には，W . L e o n t ie fの 

投入産出体系における投入係数行列の変化を指してぃ 

る。この構造变化の原因は，基本的には，資本の特性 

( p r o p e r ty )が変化することに求められる。そこで， 

資本の特性を陽表的に導入した生座関数を定式化する 

ことによって,’上記の課題に対処していくことにしよ

周知のように, 鉄鋼産業は，:化学産業などと同様, 
規模の経済性が雖く作用する産業であi ) 。本研究では, 
資本の特性として工学的变数を導入することによって， 

規模の経済性の意味をより☆入って分析することにし 

たぃゎ .
まず，鉄鋼座業の分析のための単位を，次の三つの 

代表的な生プロセスに置く。すなわち，製錢.製鋼 

，圧延の各プロセス '̂ ••ある。更に各生座プロセスにお 

ける主要な技術変化を次のニ点に免約する。すなわち， 

《1)各プロセスにおける個々の資本設備の原料旭理の大 

注（1 )

容量化，（2)処理速度の高速化がこれである。たとえぱ, 
製鋼プロセスにおいては，前者は，平炉や転;^の炉内 

容積の拡大に，後者は，各炉め炉内反応速度の上昇に 

それぞれf t まされる。製烟プロモスにおける平炉法と 

転炉法は，上記の技術的特性や投入物の種顏と量が異 

なるので，そこに代替関係が存在する。生産規模の拡 

大や各投入物の相対価格の変化は，この代替を促進す 

るように作用する.。ここで重要なのは，製網プロセス 

における各製法間の代替が，それぞれの技術的特性や 

投入物相対価格に依存するだけでなく，他のプロセス 

(製鉄，圧延）との技術的補完性の程度によって，それ 

らのプロセスの特性変イヒとも，相互依存関係を持つと 

いうことである。

以下，次節では，鉄鋼産業の技衛的特性と戦後の構 

造変化に関する説明と観察* 実を記述する。第三節で 

は，資本の特性概念を導入した分析モデルを提示し， 

理論変数と観察変数との対応を考察する。

鉄鋼M業における構造変化が，各生産プロセスの技 

術to特性と投入物相対価格の変化に，また各プロセス 

間の相互依存関係と最終製品の市場規模に究極的には 

起因していることを，自律度の高い関係式で示したい 

と思う9 ■

2. 鉄鎭産業.における 

技術的特性と観察享実

現時点に至るまでの我が国粗鋼生産のピークの年で 

ある 1973年の生産量と，1955ギのそれを比較すると，

先駆的業績として，Ch e n e r y〔3：),小尾〔1〕などがある。筆者は，この研究での分析と同様な方法を建築物につい 

て適用したことがある（荒木〔2 〕翁照)。 . .

( 2 ) この定義は，Leontief〔 4 1 9 によろ。

( 3 ) O z a k i〔7〕.参照。 '

( 4 ) この三つのプセスの説明は，次節で行う。 ■. .•
 1 4 3 ( 5 5 5 ) ------
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r三学会雑誌 j 72卷 6 号 （1979年12月）

第 1 図各国の粗鎮生渔量の推移

キ万トシ‘

1955 57 59 61 63 65 . 67 69
資料：鉄钢統要覧より作成。

71 73 75 7778 歷年

時間Aon 
10

第 2 図品目別ト  > 当リ直接労働投入時間

鉄 鉄 総 合  
(うち高伊統） 
平 炉 鋼  
電 気 炉 鋼  
転 炉 m

1955 57 59 61 63 65 67 69 71 73 75 ' 77 歷年'
資料：労勸^̂ 産性統計調查報告ょり作成。（労働省）

前者は後者の約12 .7倍に達する（第 

1 図参照〉o 諸外国と比較しても，こ 

のような長期に互って高い成長率を 

持綺した国は， ソヴィュトを除いて， 

この期間中にはない。またこの問の 

我が国の実ぎ G N P の伸びは，約 

5 . 2 倍であったから，鉄鋼産業の成 

長が，国内他産業に比しても顕著な 

ものであったことが分る。このよう 

な生産規模の拡大を背景にして，各 

投入物の投入係数も変化した。とり 

わけ，労働投入係数は，各プロセス 

において著しく他下してい る （第2

参照)。鉄鍋産業における各投入物 

の投入係数の変化は，また単に生産 

規模の拡大のみに依っているのでは 

なく，異なった生産方法の間の代替 

(たとえば，製鋼プロセスにおける平庐 

法から転炉法への生)^シフト）’にも起 

因している。このことを，より深く 

分析するために，その準備として現 

代の製鉄法の主要な生産プロセスを 

簡単に説明する（第3 因参fe)。
第 3 図生産プロセスの概略

原燃料採掘~一原燃料輸送— ► (鉄鉱石，石炭など）

原燃料事前処理一 ^製鉄一

製鋼-"一^加工— ^製品輸送- (JE延，鍋造など)
売

►販

製鉄に限らず,一般に生分析に 

は，生まプロセスという概念が,き 

わめて重耍である。しかしながら， 

このプロセスを数服りなく細分化し 

'ていくのではなく，’類似の自然法則 

に従うものを一括して一つのプロセ 

スとしたり，総生産コストに占める 

ク；c イトの高いプロセスをとりあげ 

れぱ，当面の経済分析には十分有用 

すある。このような原則によって， 

餅網一貫製鉄所の生;t プロセスを大

注（5 ) 桃造変化の経済分析という祝点から，説明している。なお，工学的な点は，三本木〔9 〕や日本鉄銅欧会C8〕などを 

參考にした。 .
—— 144(836)
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炭素分が，1，7〜4,6%程度舍まれており，炭素分の少ない鋼と区別される。 

出鉄量トン当リコ" クス消费贵。

他産樂や家計，製鉄所内部で発'上する。 '
145(8 3 7)
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鉄鋼産業における構造変化の分析

別すると，製 鉄 . 製鍋 ‘ E 延の兰プロセスに代表され 

る9 以下 , この三プロセスの技術的特性をみよう。

(り 製 錢 プ p セス

自然界において鉄（F e ) は，通常酸素（0 ) と結び 

ついて存在している。すなわち，赤 鉄 歡 (Fe^Os) や 

碰 後 鉱 （F e sC O などがその主な独類である。鉄と酸 

策は, 電気的な力で結合しているので，加熱すること 

によって，これら原子間の結合力を弱め，遺 元 剂 （コ 

一クスに含まれる炭素）を用いて鼓と酸素を分離させる。 

このように加熱による遺元反応を行って，鉄鉄をとり 

出す装® が溶鉱炉（高炉—ともいう）である。洽紘炉で生 

産される欽鉄は，炭素分が多く，他の鉱石やコークス 

中のイオウなどの不純物が混合されているので，次の 

製鍋プロセスでこれらの成分を细の最終；fj途に応じT  
調整する。第 2 図や第6 図にみられるように，我が®  
の溶纽;炉は,戦後一貫して労働投入係数やコ一ク乂比 

を低下させ:Cきている。それらを実現できた理由には， 

原燃料事前処B B ,複 合 送 風 （fli池吹き込みなど)，送風 

設備，制御機器の改良 • 高ぼ操業など 0̂ 技術変化があ 

げられよう。溶鉱炉に関するこれらの,諸々の技術恋 

化は，次のニ点に银約できると考えられる。それは， 

①清鉱炉の大容量化②遺元反応她理速度の上昇で 

. ある。

( » )製 銅 プ ロ セ ス ，

先述したように，溶鉱炉で生産された餅鉄の中には, 
炭まを始めイオウ， リンといった.物質が多く含まれて 

いるので，これらを酸イヒさせて分離することによって， 

鋼を生摩するのが，このプロセスである。従って，製 

截プpiセスが，鉄鉱石や焼結鉱の還元反応を主とした 

のに対して，製鋼プロセスは*魏数やスクラップの酸 

化反応を主とする6 製銅プロセスには,現在のところ 

大別して三種類の生産方法がある。

まず第 1 の方法は，転炉法である。この方法は，溶 

鉱炉で生産された溶錢（溶けた跳鉄）を転炉内に移し，

ランスから高ぼで酸素を吹きつけることで酸化反を 

行う。周知のように，この反応は発熱反応であるので， 

酸ぎ以外特に燃は要しない。反応速度が非常に早く， 

炉の設計も比較的卑純なので，炉の大容量化も容易で, 
かつ平炉に比べると資本財コストが低いのが特徵であ.

る。最近時は，れんがの改良などにより，r 体寿命も 

抑びている。第 2 図にみられるように，製銅プロセス- 
における三つの生途方法 C? うちで， 労働投入係数が最 

も低V、。また第4 図にあるように，各国とも，製鋼プ 

ロセス.において転炉法による生産比率が上界し't：いる 

のは, 上記の理由の他に，液体空気から純酸ぎをと’り 

出す技術の確立も大いに寄与しているととを付記して 

ぉく。

第 2 の方法は，電気炉法である。この方法には，ア 

ーク式と高周波誘導式の2 つの方式があるが，前者が 

一般的に使用されている。電気炉法で’用いられる原料 

h , 転炉法とは異なりスクラップの使用比率が高い。- 
従って，溶號炉との補完性は，それだけ弱いことにな 

る。アークに超高庄の電流を流すことによって熱減を 

得るので，電力を大量に使用する。この方法は，特に 

高級鋼の生産に優位性を持っている。反あ速度は，転 

炉ほどではないが，平炉よりも早い。'ただ，侧格の比 

岐的不安定なスクラ .ップを原料としているので，景気 

変動の影響を特に受けやすい欠点がある。

最後に説明する方法は，平炉法である。原料は，鉄 

鉄，スクラップめどちらでも比較的自由に調節できる。 

燃料には，重油とコークネ炉などから出る一酸化炭素 

ガスを使用する。反!応速度は，三方法めうちで最も遅 

く，第 2 図にみられるように，労働投入係数もあまり 

低下していない。また，設備の設計上の理由から，：設 

備コストも高い。しかも，生産された為の品質の  

面でも，転炉法や電気炉法に比べて，かなり遅れてい 

る。こうした理由から，戦後，平炉法は急速にその生 

産シアを低下させている（第5 図参照)◊
以上のような製鋼プロセスにおいて，fefe銅産業の構 

造変化を考察する上で重要なことは，次のような点で 

ある。まず，製鋼プロセスの技術ま化は，各製法とも 

種々ある力’、，結局のとこる，①各炉の炉内容積の拡大 

と②酸化反応処理速度の高速化という傾向を持って 

いる点で共通している。た だ そ の 程 各 製 法 間 で  

異なるだけである（第7 因参照) o 次に，製鉄プロセス 

との補完性の糖度が，各製法間 .で異ミなっている。そ 

れは，転炉法において最も強く，電気炉法において最 

も弱い。従って，前者の原料コストは，製綠プロセス 

における生産コストに依存し，後者は，スクラップ価 

'格に依存している。敷銅プロセスにおける各製法の普

asw!«®5

ト̂ ^
P
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第 4 図 製 i i プロセスにおける純酸素転炉法の生産比率

1955 57 59 6 1 , 6 3  65 67 69 71 73 75
資料：鉄鋼统計耍览（鋒鋼l y  I•委貝会）より作成。

77 78

第 5 図製細プロセスにおける平炉法の生産比率

1955 57 59 61
資料：第 4 因と旧じ<

63 65 67

及の極度は, 上記の技術的特性や生産規模，各必耍投 

入物の^^対価格，そしてま出される糊の品質水準によ 

って決定される。’

(Hi)圧延プロセス、

最終的な鉄鍋生Iま物の極類は，厳 

密に分廣すると約5 万種にのぼる。 

^ メリ^ 多種多様な最終rti途に応じて，後の 

イギリス加工方法の種類も多い。鉄鋼製品を 

/ :大別すると，①条銅類②鋼板類 

ブ ラ ジ ル ③ 鋼 管 ④ 外 輪 ⑤ 特 殊 鍋 の 5 種 . 
群i程度になろう。製法は，上記の製 

品の各々について異なり，更に勉ロサ 

の形や大きさに応じても資本設備が 

異なる場合が多い。加工方法は，庄 

延 （塑性加工)，鋳造，切削，溶接な 

どがある。圧延は，细材に力を加え 

ることによって，所'与の規格に合わ 

せて加工することをいう。圧殖は， 

他の加工方法に比ぺると，製品の精 

度や加工速度などの面で特に利点が 

あるので，ほとんどの鎭材は，圧延 

プロセスで加工される。，圧延プロセ 

スには，熱問加工と冷問加工とがあ 

り，前者で処理された鎭材のうち， 

最終用途に応じた精度，表®状態な 

どの条件によって，後者を採用する 

かどうかが決められる。庄延プロセ 

スにおける技術変化は，圧延機本体 

のみならず,制御機器チ計測機械な 

どにも及び実に多様であるが，究極 

的には，次のニ点に代表させられよ 

う。それは，①材料となる麵片の大 

翦化と，②圧延加工速度の上昇で 

ある。

3 . 構造変化の分析 

のための理論設定 

ここで考察すべき問題を明確にす 

るために，前節での観察事実を筒1}1 

に要約しておく。まず，欽 销 業 に  

おける主要な生産プロセスでは,労働力やコークスな 

どの投入係数が，過去 2 0年程の問に著しく低下して 

いることである。第二には，その背景にある技術変化 

として，各プロセスとも，①原料処理の大密量化と② 

処现速度の上界というニ点で,共通の傾向を持ってい

本
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77 7 8 歴年

注（9 ) 条钢類には, 軌条, 形細，棒辄線材などがあり♦ a?築 ，土木)fjが多、、0 坂類には，冷延後板，プリキなどがあり， 

機械，翅設川に用いられる。鎭曾は，水 ‘ ガスなどの配翁jnやボイラ用などがある。外輪は，'客貨すLやHiホに使され 

る。特殊鍋は，いわぱ高极網が多く，ステンレス網や高抗張力為などがあり特殊な用途を持っている6

' —— ^ 4 6 f S 5 5 ) —
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鉄鋼座業における構造変化の分析

ることである。第三には，挺に製鋼プロセスにおいて， 

溶魏を原料とする転炉法の生産シアが上昇し，酸イ匕 

反応速度が相対的に遅く，設備コストなども高い平炉 

法の生産シュアゼ、、低下する傾向のあることであるe 
従って, とれらめ製法間の代替によって，炒鎭産業全 

■■体としての各種投入物の投入割合が変化している。最 

:後に，これらの構造変化が起こるt 景には，市場媒摸 

や，各投入物の相対価格の変化，そして各製法問の技 

衛的特性の差異があるということを指摘した。以下， 

.これらの観察事まを踏まえて，構造変化の分析をする 

ための理論設定を行うことにする。 .

•(1) 生産関数

鉄鎭生産ということを，工学的観点から倚潔に述べ 

ると次のようになる。まず原料である鉄鉱石に含まれ 

る 鉄 （F e ) と酸素（0 ) 及び他の元素を，コークスに 

-含まれる炭素を使って高熱で分離し（製魏)，更に種々 

<の鉄鍋製品の原料になるように鉄と各元素の成分調整 

を行いまをつくる（製網)。こうしてできた銅を，.各用 

-途に応じて精整 . 加 工 （斬こ圧延）する。 すこだ，電該 

:炉メーカーは，スクラップを原料とするので，溶鉱炉 

を持たずに，製為プロセスから始める。製魏 . 製细， 

，圧雄の各プロセスとも，生産方法や資本財ごとに,詳 

細な工学的研究がなされているが，そめ関係式は多く
(1のtの場合かなり複雑である。しかも，鉄鎭生産全体に互 

っての典通な関疼'式を，恼潔に示すことは，現在のと 

，ころ実際的には不可能である。そこで，ここでの経済 

分析に有用なように，次のような単純化された生産関 

数をもって，その近似式としたい。

H. B. C h e n e r yによると，資本設備の設計法則を 

まわず工学的を産関数は，次のニ段階に分けられる。 

激 1 段階は，所与の産出物を得るための原料ま形の際

に必要な投入座出物特性め関係を明示することである0 

e;れは，次のような原料变形関数によって一般的に喪 

現される。 ,■

原料ま'形関数ヴニ <7 ( ，々を，だr) (1)

d  :生産能力， k  \ 原料特性， ミ:ま山物特性

E r  : エネルギー必要 

第 2 段階は，ュネルギ一を供給するに必耍な諾耍素 

の組合せを決定することであり，これは，諸要素の特 

性の関数としてま現される。

エ ネ ル ギ ー 供 給 関 数 E r  ニ IHnj)  (2)

n j  ：諾 要 素 の 特 ，

ここで，（2)式を(1)式に代入したものが，工学的生産 

関数と呼ばれる。

ととろで，鉄细め各生産プロセスにお、て, 原料は 

運励をしており，その.ことからエネルギー必要量は， 

主としてそれらの物質の運動量に依存している。テこと 

えぱ，製鉄や製鎭プロセスでは，物質の化学反応、や移 

動が，ュネルギ一必要量に影響し，史にJÊ 延プロセス 

では，圧延機のワーク • ロールと鋼材 i の摩擦力り大 

きさが，それに影響を与える。そこでエネ:ルギr 必要 

量を，主として資本の特性,すなわち資本設備の単位 

時間当り原料勉理能力の関数と考えて次の:ように定式 

化する。原料密度-^定とすると，資本設備の原料処现 

力は，体 積 （S ) と 物 質 移 動 速 度 の 関 数 で あ  

る。体積は，一般に，高 さ （ロ）と底面搏 ( 6 ) の関， 

数であるから，結局エネルギー供給関数は，

—  'ら，リ） （3)

となる。（3)式を(1)式に代入し；吏に原料特性（☆ )と 

産出物特性（€ ) を所与とすると工学的生産関数は，

Q ~ ' ( n)
となる。

(4)

軟鋼ま業の技衛変化が, ①原料魁理の大容量化と②

注( 10) すことえぱ鞭氏による鉄鉱石の遺元速度式は，

P   ndp'^N273<i Xa /K /)  + (rf/»/2Z)s){( Xey22At
IT R T T T T^ ，ア

記号は，dわ ：鉱石の粒子径(cm ), 4  ：鉱石の形状係数， N  : 鉱石の単位容積（cmり当りの粒子数，ズ：ガス中c o n  
モル分率，；cパ平海時のC (9のモノI；分率（cmソsec), t : 鉱石の温度‘( 。̂0 , i f / : 境膜物質移動係数，のs : ガス‘境膜 

内拡散らあ数（cmソsec), f s  ：鉱石の還元率， Re ：皮 ポ 速 度 定 K , ：乎衛定数, Re* ：総括反速度をまわす(三 

本木〔9 〕第2 卷 P . 110参照)。

< 1 1 ) たとえば，箱’鉱炉の中を流れる原料を，円筒を流れる糖性流体として純化して考えると， N avief-Stokesの迎動方 

程式から，次のHagea-PoiseuiUeの式が'導出できることが知られている（ランダク〔10) p. 51〜p , 109参照)。

ここで' , Qe ：流量， n : 円周率， Rc ： FJ摘の半径, M ：粘性係数, /SP r  ：よ下の庄カ差， I ：円筒の高さ， P ：流 

体の密度，が ：ffi力定数 ’
とめ式から, 原料の流撒よ，炉の高さ，底面積，流速などの圓数であ’ることが推察でさる。

W ( 8 3 9 )

翁*;教ねだ廣タ榮iYAか跋场 1谈耗•银欲盤おが着をみ* . おおめぐ'ざポ̂?ぶ®j野弥あ⑤ガレ
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処理速度-の上界に代まされることは先述したが，（4)式 

で示された:n学的生0 関数において， とみによゥて 

前者を, によって後者を表現していることになる。 

以下製鉄 ‘ 製鎭 . 庄延の各プロ.セスごとに生産関数の 

理論変数に対応する鲍察变数を考察していくことにす 

る。

(り製錢プロセス

數魏プロセスにおいて，原料を直接処理する主要な

資本設備は，溶叙;炉である。鉄歡石や焼結鉱は，コー 

クスや石灰とともに，この溶鉱炉に入れられて錢鉄と 

なる。従って，生座能力 q は裕鉱炉の出錄能力に  ̂
高さ《は溶鉱炉の炉高んに，底面積 b は溶鉱炉の 

炉床面積パ《に，更 に 移 動 速 度 出 錄 比 （炉内容積 

当り一日の出级量）Vi\ZL,それぞれ対応できよう。第 6 

図にみられるように生産量の拡大の背景には，お内容 

積の拡大と出鋭比の上昇がある。また，同図は出鉄比 

を変動させることによって，生産調盤も可能であるこ-

注(I2) 炉高と炉1̂ 旧積のデータは得られなかった◊しかし，炉内容積の拡大とともに，A i m 比は低下する傾向があると-と： 
が知られている（三本木〔9〕第2 教参照)。

—— 1 4 8 (5イの
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とを示している。

ii) 製策プロセス

製銅プロセスにおける主耍な資本財は，転炉，電気 

炉，平炉である。ここで,’ 生摩:能力びは各炉の出鋼 

量 ^<^に， 高 さ 《 は各炉の炉高んa こ， 底面糖みは 

务炉の炉底而積B s に，更に移動速度，V は各炉の堪 

位期間当り出銅回数 1̂ に，それぞれ対応できると考 

えられる。' 堆位期間当り出個回数が多、ことは，炉内 

での化学反応速度や物質移動速度が早いことを結果と 

して表わしていることになる。第 7 因にみられるよう 

に， 1 チャージ当り出鍋量や出鎭回数の面で，転炉法 

.が傻れていることが分る。また, 同因は，出鎭回数を 

恋動させることで，生産調整も可能であることを示唆 

している。

(iii) 圧越プロセス

前の二つのプロセスが製練といわれ，主としX 化学 

反応処理に重点があるのに対して，圧延プロセスi t ,  
固体の変形（塑性加工）処理が中心である。圧延プロセ 

スにおける主要な資本財は，圧延機である。最終製品 

の ®類によ つ て，庄延方法や資本財が異なることは先 

述した。. そこで，ここでは最も生産ゥュイトの大きい 

鎭板類を例に説明する（他の種類の製品も基本的には，同 

様な方法を適用できる)。圧延前の鋼材と圧延後の鎮板と 

の運動量の保存則と，圧延機の仕事を考慮すると，ま 

ず生商能力 q は最大鋼板生産量Q rに，高 さ 《は， 

鎭材厚さの倍率 I A  i(.Af ：圧延前の鍋村の厚さ,ぶ ：

BE延後の鎭坂の厚さ）に，底而積 b は銅板の断面積Br

に，移動速度りは粗 ffi越機のJE延5̂ 度 F r に，それ 

ぞれ对化する。以上の観察ま数を対応させるととによ 

って，戦後のぼ延技術変化（網片の大型化によって，庄 

延前と庄延後の為め加工比を高め，かつ压延速度-を上得させ 

る）の主要な部分を説明できると思われる。

(2) 費用方程式 

工学的i i 点からすると，役人物は，原料 （inateHals) 
と加工姐理耍素（processing fa c to r s )とに大別できる。 

前者は，度出物に物理的に組み込まれる投入物であり， 

後者は，原料をま出物に疲換するためにのみ使用され 

る投入物である。原料使用量は，各生産プロセスにお 

ける加工処理空間の体積-と勉理速度とに依蒋している 

のに対し，加工処理要素は，同一空間を形成するま面 

横と処理速度とに大きく依存している。このこと力';, 
産出量と加工処理要素との非線舉関係をもたらす主要 

な原因になっていると考えられる。もちろん，加工処 

理要素の種類によって，この関係の程度は一•様ではな. 
い。更に加工勉S11要素の投入廣は，制御後器の発達 

や，生産能力にはほとんど影響しない要因（環境汚染 

防止対策，エネルギー効率改善対策など）によっても，增 

減する。従って，これらのぎ情を考慮して，工学的变 

数 （資本の特性）と加工処理要素の投入量との関係を 

明示する必要がある。それは，次のような投入関数で 

表わされる。

X i j  =  Xi j ( ^ a j y  b j f  Vj y  g j )  .(5)
Xij : j プロセスにおけるi投入物の役入量 

g j  ' ププロセスにおいて，生座能力!メには影響 

しないが，投入量 .Vfゾには影響する変数（外どセ

i 主( 1 3 ) 溶鉱炉と同じく，.炉高と炉面積のデータが得られな.かったので, 出鋼1回当りの出鎭量を図示.している。転炉の場合, 
炉内容積のiJl；大と共に，A s / B s比は溶鉱炉の場合とは逆に上界する斌向がある（三本木〔9 M  3巻参照)o

< 1 4 )圧延の仕事の一指標として，：t 学的には，IE下率)7
Ai-Ai

がよくとられる。これを使うと鎭材厚さの倍率は,

(1 5 ) ‘
(1 6 )

となる。なお板幅の増加は，板幅，板厚比が灰き、、場合，はとんど無視してよ、（三本木〔9 〕第6卷参照)。また鋼板

以外の製品の場合には，高さびには， 延前と庄延後の鎭材断面辕比レ/ ? を対;6 させる。

C h en ery〔3 〕参照。加工処现要素としては，資本財，労働力，エネルギーなど力；あげられる。 ’
いま洽级ifiを，円柱形として雄純f匕した例を# える。円柱の体積は， S  二びH び：高さ, b : 愈硫かである。これ对

し面積は，r  ニ 2パ 1 + + ) ( む ：半径）である。従って，ま面積. 体徵Itは，r / iS = 各- . 2 -となって，半ぼや

高さが大きくなればなる極下する。すなわち，治鉱炉の§<ま面積填位当り材料数(鉄皮やれんがの使jniffi積当り費;n)が 

不变であれば，炉め容積が大きくなるにつれて，生座物i|i位当り# 鉱炉（資本財）費用は低下する。また，炉内反応速 

度の上昇も通常同様ながi振をもたらす。資本)けのほか- ネルギーや労働力投入量についても,多くの工学的研究から休 

横よりも§5?而偵により大きく依存しているようである。

- 1 4 9 ( 5 4 7 ) ——  .
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(n)
的に処理する）

各生産プロセスにおける費用方程式は，

ら ニ  S  Pi^iJ 
>

C4 ； メプロセスにおける総費用

(6)
(7)

/»«: >'投入物の価格 

費用方程式を設定する場合,特に間题となるのが資 

本費の取扱いである。利子費と減価償却費の計算法は 

種々あるが，ここでt t次のようib：簡略法を用いる。ま 

ず利子費については，現実の支払利子費（これは，各.企 

業の財務内容によって異なる）ではなく，揭I会費用として 

のそれを考える。従って，f ' 期間の利子費総額がは， 

当該資本財麻入総額をP k ，K  CPk  ：資本財価格，K  ：

資本財役入量）として，

i? ニ（ 1 +  r )ヴ Pjfc/(  — /) jfc/1：

h t W P k K  

r ：期間当り刹子率 

ゆえに，期間当り平均利子費は，ゲぐである。 

次に，減価償却率を通常の費用計算で使われてい 

る定率法で定義すると，

ニ 1 - ^ ' V S y l P k K  (8)
t " ：耐ffl期 間 S " ：資本財残存価額 

(8)式から明らかなようf c , 減価徽却費は，資本財の 

耐用期間バ/ によって大きく影響される。市場均衡の 

立場からすれば，耐用期間I " は本来，内生変数でな 

けれぱならないが，ここでの.研究では，これを外生的

第 8 因主要投入物の価格指数

1955 57 59 61 63 65 67 69 71 73
資料：日本銀行「却先物滴統計年報」より作成。

1976 年 =  100

77 7 8 歴年

に扱うことにする。なお，粗税を考慮に入 

れると，会計学的な耐用期間（たとえば，税 

法などで規定されているもの）と実際の生産活 

動における耐用期間（たとえぱ，各炉の炉体 

« ) との総費用に与える効果は異なるこ 

とに注意せねばならない6 この分析では， . 
単純化のために粗税を考慮に入れす’，かつ 

耐用期間については,後者の意味で使用す 

ることにしたい。

期間当り資本費は，（7〉，（8)式から，：近似 

的 に (r +  d ) P k K となる (資本財残存価艇 

•S" =  0 と仮定)。

労働投入に関しては，資本の特性のうち 

でも制御機器の及ぼす効振が大きく，生産 

現場においても計測機器の監視労働が増加 

している。鉄鋼産業でも製造業一般と同様 

に,間接部門の就業者比率が上昇している 

のは，このことと無関係ではないことを特‘ 
に摘しておきたい。

エネルギーについては，製 鉄 プロセスで 

はコークスや重油を使用し，製鍋プロセス 

では転炉は酸素，電気炉は重力，平炉は重 

油やニま化炭素ガスを主として投入する。 

圧延プロセスでは*電力と重油が主耍ュネ 

ルギ一源である。.
最後に，原料については，まず製魏プロ 

セスでは, : 鉄鉱石や说結鉱を用いる。製鋼

ロセスでは,’ 転炉は溶雜，電気炉はスク

注(17〉 たとぇぱ，廣素酸化物ゃィォゥ敢化物の徽ぱ媒制に対しては, 煙突を高くすること力’、有効であるととが知られている

• (Ei本木〔9 )第2 巻参照) o その場合，をには，煙突の高さ5 が対 £̂；する。

 X 5 0 ( 8 4 2 " ) ------
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ラププを用い，平im t比較的投入原料の種類の選択が 

自由であることは既述した。主要原料の選択に従っ 

て，前のプロセスとの技術的補完性と，原料以外の必 

耍投入物の種類が確定される第8 図に，主耍原料と 

ュネルギ一の相対価格の推移が示されているが，高鹿 

成長期を通じT 溶鉱炉= 転炉法の原燃料相对価格が低 

下していることが分る。

(3) 構造変化分折のための理論モデル

以下の理論モデルでは，各プロセスとも同様に適用 

可能であるので，プロセスを指定す.ることはしない。 

まず生産関数（00式）については，次のように特定化 

する。

Q  ニ (9)

(« 0，《1，« 2,び 3はバラメーター, なおQ, A, B,

ドは，前に説明したダ，a, b, "の諸変数にそれぞれ 

対応する。）

次に投入関数を特定化するに当って，原料投入量M  
は，生ま能力Qに比例すると仮定する。すなわち，

M  ニ fxQ ⑩

ひ は ， パラメーター）

加工勉理要素の辅類については，資本財，労働力，

ュネルギ一にそれぞれ代表させる。 各A の投入関数の 

盤を特定化するに当っては， 5 つのケースを考慮する。 

すなわち，

Case I

ム = A  + タ1><4 + タ + 爲 V" + ん G  1

ニ?'"0+ ら 乂 +  ら"̂  +ら  +
ニみ)+  み/1 +みパ 4■み ]

(Ĵ ，K,  i ? は，労働，資本財，ュネルギの投入量 

をそれぞれ表わす。 /5, r > a で示されるものは，す . 
H てバラメーター。なお，Gは，生産能力には嚴響し 

ないが，各投入物の投入量には影響する'変数を表わ 

し，条件をつけて固定する。従って , 上式中，fio +

れ+ ぺG=?"5, . る0  + もG ニぶg のようにまとめ 

てパラメータ一として処理する。以下のケースでも， . 
基本的には同じ取扱いをするため，変数G を陽表的に 

示すのは餐略する）。

Case n

+  /9e^ +  /9gi? +
/( ニ ro+ + グ + グメ 2? + ド

+  A -h T jA  +  T'g/J +  ygV
B = -S ^ + S tA ^  +  d2B^ +  S,V^ +  3 ,A B  +  S ,B V

+  み +  も +  みか +

Case m

L  +  +  +  +  + /9 e F
/ (  ニ r o+ r i ^ + + れ/? +
i? ニ5 o + もy l H も / ? » +も1^’. +も A + も 十 も F  ,

Case W
■L ニ /?0 + ん ル +  も >8* +  /93 い

/ ( = r o + r iA 2 + r 2 i J 2 + ) v i ^ 2
だニぶ0 + ぶ1バ* +  パ* + る3ド2

Case Y
L  ニ fioAひ

/( ニダ。ン " ガ '2い 3 0$

費用方程式（(6)式）に つ い ては，こヒで4 種類の投 

入物を考えているので，

C=M；£> +  P e /(  +  Pe£^ +  i^7iM 00

Pc, Pe, P m  賞金率，単位資本費用，エネ 

ルギー価格，原料価格をそれぞれ示す。なお単位資本

費 用 P cニ（グ+  < /) •? *である。)
この理論モデルにおける費用最小化図式は，費用方 

程 式 式 を ，生産関数 (9〉式を制約にして，投入関数 

ひ》式〜a$式)を考慮しつつ , 説 明 疲 数 ん ル ド に つ  

いて最小化すれぱよいことになる。ただし,原科投入 

量Mについては，生産能力0 に比例するので，単純化 

のために最小化する費用は，加工処理要素のみの費用 

とする。すなわち，

C'ニC  一：PraM ニ w L + P e K  +  P e E  '
である。

生産関数⑨式を制約にして，費方程式⑩式を最小 

イ匕するための必耍条件は，

C'一パ C'B 一  C'v

Q a  Q b  Q v

( ここ力，，C"_y, は, C ',  Q を, 説 明 変 数 で 1 

回偏微分 し̂ていることを示す。）

十分条件は

0 Q a Q b ‘

.0^ Q a (C^a a --^tj^ Q a a ) (C ' a b '- お 0 ィ ン < 0

Q b  (C^ifA-~ ^ ~ Q b a ) (CJ3b '- ^ Q b b )
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( ここで，C 'x y , <3；r y , は，C', を説明変数A',
r で各 1 回づつ偏微分していることを示す。） > 

ここで，生産関数の偏導関数は，

C 'ニ/ / 1/I 2 +  が2/?: + +  がメ /? +  仏 /? K
+  H ^ V  A  +  I h A  +  H ^ B  +  H ^ V  +  i/,o

ニ  0 ：1 な 0 パ n ! 一 ニ  c t j

Q
«2 J  

«3 Y *

パ ニ 2 / / iぶ +  仏  i? + / /s F  +  が 7,
d=^2H^B +  H , A  +  H , V  +  H^ 

v=2H ,V -V  H ,B  +  lU A  +  H „

パ パ ニ 2 /^ 1 ,c y b b ニ '纽 z、. 
j/• ド ニ 2 び 3 ,  C ' .A B ニ C ' b a  ニ

A V  ~  /i -̂ 6̂> し’ B V  =  C ' v  B  =

Q/1/1 ニ *^1( « 1一 ド 。3

ニ  び2(なi— パ **2-2；/^«3,

Q v K  ニ 《3(び3 -  1),び。"<*1ハ

..Q /I Z? ニ  Q  B /I ニ 《 I 2 び。ル 广 1 ** 2 - 1 V  •» 3 , 

Q が  ニ  Q v y l  ニ 《»«3«0^^。1-1^8°2ド **3-1

Q  nv —  Q v  B —  ociasO：oA^iB°2~^V^i~^

費用関数の偏導関数については，次の 5 ケースがあ 

る。

Case 1
費用方程式

C^ =  H , A  +  H ^ B  +  H , V  +  H,

ここで,
H i — tv fi\ +  P  cĴ i +  P  e ^ if  H  2 — tv ̂ 2 P  c1  ̂ P  e^2f 

H  3 =  IV^3~^ P  c ^ 3 - \-P  e^3

H ,  ニ  W^(i5。+ f i , G ) + P c  (r。+ r , G )  +  P e  ( d o + d , G )

他のダースでも，定数/ / は，費用方程式ね式と各々 

の投入関数.から容易に求められるので，以下では，H  

の式の内容はぜ略する。

費用方程式の偏導開数は，

C'A ニ H u  = C 'v ニ IU  1
ヴ /I yi ニ  C'iJ =  OV ド ニ  C./パ /J :

ニ  レ / ド  j  =  O  J5ド ニ  O  }/i5:
-O^b a  

:0

a A V ね

上式を树式とともに，なの，脚式に代入することによっ 

て， タ用最小化の必要条件と十分条件を求めることが 

できる。以下同播である。

Case II

Case lU
C f = / / i _/l2 +  仏 が + / / s F 2+ ガ メ  +  H g  B  

+ H , V  + H , ,
C ^ a = 2 H , A  +  H „  C ' b ニ2 / / 2>8 + ぜ  

C W = 2 H , V  +  H „  C / j パ ニ 2 が 1 ,  

c ' B B  二ね Iz, ニ 2H 3,
C^AB ニ C,DA ニ  G 'パ !̂  ニ  G 'ド =  C^BV ニ  =  0

Case IV .

C'ニ が1ぷ  +  i /2 が  + / / 3F 2 +  が10

C'乂 =  2/ / , ん  C'd =  2HJ3,  C'k ニ 2が 3F ,
C/.yij ニ2//い C'j}i} =  2Il2, C/j/'K ニ2が3，

Case V
<：/ニ み / !んパもドも+ /\； 7V 1r1ぶ *" 21̂ ム 

+ Pe5oA^iB^2V^3 
c^A=w^if ioA^i-^B^2V^B+PcriroAri-^B/2V'^3

+  PedidoA^i-^B^2V>3 '■
C '/J  ニ Ŵ ŜsA)パ ら も : ヴ わ へ - 1ド *"3

+  Pe§2^o^^^B^2~W^i '

C V -wfi3^oA^tB^2V n-l +  Pcr3roA^iB^2V  >v» 
+  Ped^8oAnB*2V^^-^

0^ AA — W ^ i{^i —  1)^oA^I~^D^zV^3

+  i V i び1- りレ仏 -̂ ?̂ >v 
+  P  パ1(も—1H h4 も- 2 パ' 2l/«3 

c' bb t  w  $2(^2 - 1)か A  目 t I P 2-マら
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Q a {C^AA- (C^AB — (C^AV

Q d (C 'iu - - I f Q ぉ パ ) ル の ) (C'/JK

Qv (C 'rx - - ^ j Qv a ) (C'KiJ - ' で ^ も ) (C V f
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+ へも (も-1)<5。ル 1パも-ホ

+  り -* 
+  Pe53(も一1)5。パ *i；B«2F  も J

C ]  ニ C'_B パ ニ h;/9i/52/9o/1も - 1 i?/> 2-，ゲも

+  PcrihroA^^t-^B>-2-^V^^3 

, +Pe3i^2doA^i~^B^2-^Vh 

C^Av = C^vA = tv^ifi,^oA^i-^B^2V^3-^
+ ? c? * i? W F i-ゆ  rzyrs-i
+  PeSMA ^ i - ^ B ^ 2 V ^ 3 - ^ 

C^Bv=^C^vn = w^2/^3^oA^iB^2-^Vh~^ 
+ Pcrj3roA'-iB>-2-^v^3-^
+  P eももみバもら- *ドレ I

上 記 の 5 ケ ー ス の な か で ，投入関数が線壁の場合 

(C ase  I)について限界費用と平均費用を求めてみる 

<他のケースは省略) 。 . 、

まず，費用最小化の必要条件は，⑩树②式より，

- J h ^ A  ニ^ ニ 巫 - V  M
«1 «2 «3

'(なお，十分条件は(I9)⑩②式より容易に求まる。） 

各工学的変数の需耍関数は，《1+ «2 +  «3 =  « として，

ニ

'ここでル ニ ぜ' ( D タ

, = B ' Q 7  t o

ここでぉ /ニ④ま ( 4 ま ) さ( I s デ

こ こ で H ま ) 去 ( ^ ) " ( l S r ) "

総費用関数は，

C = C ^ + P m M
= ( / / 】パ'+ H  ホ '+ i h  K 0  Q ^  +  PmtJtQ-\- H ,  03  

従って,眼界費用と平均費用はそれぞれ

ニ (がメ/ +が2ル + が3ドつ0 フ- +  P m ；M ̂

§  ニ (仏 ル  +  t u  B '  +  が 3^^ つ (? V  +  PrtUi +  H , Q - ^

0<ゆ$式から，限界費用，平均費用とも，結员技術的 

特性を表わす生ま関数及び投入関数のパラメ ^ ター，

各役入物の相対価格（とりわけ原Mの相対価格),そしで 

市場規模に依存していることを確認すえことができる。 

各生産プロセスにおいで，費用最小化がなされる過程 

で，原料の逸定による前プロセスとの技術的補完性の 

程度が特に重要であることは，上式からも明らかであ 

る。

4. 要 約

鉄鍋産業における構造変化は，規模の経済性と呼ぱ 

れる技術变化によって生起する。その技術変化は，各 

生産プロセスにおいて，①原料処理の大容量化と②処 

理速度の上昇という查本特性の変化に盤約し得る。従 

って，鉄銅産業全体としての構造变化は，各製法問の 

資本特性の変化の程度と，他プロセスとの技術的補完 

性の程度及び各投入物の相対価格とk 品の市場規模に 

よって货極的には決定される。

かつて W. L e o n t ie fは，特定の経済のもつポチン 

シg)ャルな発展過程を，動学的連立方程式の形で表現し 

た。そこでは，投入係数行列やf t本係数行列が中心的 

役割を果している。本研究は*それらの構造行列の時 

間的変化が，経済体系外の与件〔技術的特性，消費者の噴 

好, 資源の賦存量など）と，その経済のもつ過去の構造 

とに依存していることを明らかにする理論分析を行う 

ための一過程をなすものである。
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